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事業プロデューサー
合同会社イキナセカイ代表
神戸大学客員教授

安川 幸男



1970年東京生まれ。

出版・メディア業界を経て、2001年に株式会社NTTデータに入社。

社内ベンチャー設立など、15年間NTTグループで事業開発・戦略を担当。

2016年、鳥取へIターン移住。鳥取県庁へ入庁。商工労働部で起業家支援を担当。

2018年、株式会社鳥取銀行へ移り、ベンチャー型事業承継（アトツギベンチャー）、
地域創生等を推進。神戸大学客員教授就任。

<産学官金言すべてを経験＞

2020年、事業プロデュースに特化した合同会社イキナセカイを立ち上げる。     
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Yukio Yasukawa

安川 幸男

プロフィール
合同会社イキナセカイ代表
神戸大学客員教授

専門分野：地域創生、産業振興・事業開発、地域金融、
人材育成、起業家教育、新しい働き方（Work Design）、
女性活躍、脱炭素経営。
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産業（民間） 自治体

学術（大学） 金融

経験してきた産・官・学・金をクロスさせ、
事業（プロジェクト）をプロデュースする。

✖

・企業顧問
・プロデュサー

・アドバイザー
・ファシリテーター

・客員教授
・メンター

・アドバイザー
・パートナー



4

①事業承継を、「地域承継」として捉え直す。

②事業承継は起業・創業文脈で取り組む。

③地域振興と産業振興をセットで考えていく。

④経済合理性と社会性を両立させる。

⑤予算原資に国の施策をあてる。

⑥基礎自治体こそ、キープレイヤー。

お伝えしたいこと
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事業承継を産業施策ではなく、
地域振興戦略として捉え直す。

地域経済を支える中小企業では、
経営者の高齢化と後継者不足が深刻な状況。

出典：2016年度総務省「個人企業経済調査」、2016年度帝国データバンクの
企業概要ファイルから経済産業省推計

中小企業・小規模事業者の経営者の2025年における年齢
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◆新型コロナウイルス禍の後、後継者や働き手不足による
先行き不透明感が強まり、世代交代の足かせになっている。

地後継難で老いる社長
九州・沖縄で過去最高の平均60.1歳
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九州企業の57.2％が
「後継者不在」

・県別では沖縄県（67.7％）が全国5 位。
・大分県（65.6％）など3県が6 割超え 
・業種別では建設業（61.4％）など3 業種が6割を超えた 

出典）帝国データバンク福岡支店
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（参考）県別の後継者不在率

・県別では沖縄県（67.7％）が全国5 位。
・大分県（65.6％）など3県が6割超え 
・業種別では建設業（61.4％）など3業種が6割を超えた 
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同族承継が減少傾向に

・「同族承継」（41.5％）が
同項目の集計を開始以来、
最も低い数値を記録

・後継者として「子ども」を
選ぶ企業が低下

・（要因）
Ｍ＆Ａの普及、事業承継税
制の改良・拡大、金融機関
主導の事業承継ファンド等
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後継者あり

後継者なし

親族内承継

従業員承継

親族外承継
第三者承継

廃業

事業承継のパターン整理

相続
株式譲渡

MBO

社内昇格

M&A

会社清算

＜類型＞ ＜手法＞

継業

＜育成＞

後継者育成

継業者育成

経済
合理性

社会性
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自治体における事業承継のターゲット

★経済合理性
（M&A領域）

★社会性

金融機関
支援機関

自治体

★地域振興

★産業振興

地域承継

ニホン継業バンク@ココホレジャパン資料より編集

後継者育成
継業者育成
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大切なのは人材マッチングではなく、
人材育成である。

キーメッセージ
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後継者あり

後継者なし

親族内承継

従業員承継

親族外承継
第三者承継

廃業

自治体の強みが生きる領域

相続
株式譲渡

MBO

社内昇格

M&A

会社清算

＜類型＞ ＜手法＞

継業

＜育成＞

後継者育成

継業者育成

経済
合理性

社会性
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後継者育成

継業者育成

後継者・継業者の育成

①

②
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後継者の育成
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後継者の育成は事業承継ではなく、
起業・創業文脈で取り組む

キーメッセージ



「ベンチャー型事業承継とは」

一般社団法人ベンチャー型事業承継 4

「ベンチャー」といってもIPOやバイアウトを目指すことではありません。
地域に根を張り、企業永続のために、小さな挑戦を重ねることこそが
ベンチャー型事業承継の定義です。



ベンチャー型事業承継事例

一般社団法人ベンチャー型事業承継 27

業態転換型 新市場参入型

海外 ブランディングテクノロジー 2Bから2CへIT

ベンチャー型事業承継の二大類型

キーワード
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アトツギベンチャー＊キャンプ
＜鳥取発ベンチャー型事業承継＞

中小企業庁 プッシュ型事業承継支援高度化事業 認定
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アトツギベンチャー＊キャンプ

➢ アトツギ16名が参加
➢ 20代～30代がメイン
➢ 家業の規模は様々

（家族経営～100億企業まで）
➢ 業界/業種

・ 製造業 ６社
・ 小売り/卸 ４社
・ サービス業 ４社
・ 農業 １社
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プログラム内容

若手後継者のコミュニティを組成

個社の取り組みを推進するプロジェクト

アトツギ同士で共創していく場

必要なサポート（伴走支援・人脈紹介・補助金等）用意



22

後継者育成にスタートアップ型教育を！

リーンスタートアップ型事業開発

初期投資を低く抑えて最低限の機能を持った製品・サービス（プロトタイ
プ）を作り、市場のニーズや反応を見ながら、短期的に仮説の構築と検証
を繰り返していくマネジメント手法。

プロトタイプ＆
プレサービス 見込み客の反応 フィードバック

修正・改良

仮説検証に基づくスピーディーな顧客開発モデルを推進

中小事業者の新規ビジネスや新製品開発、
起業創業時にリーンスタートアップを活用
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アトツギ（事例）
岸田 将志 氏（当時33）

靴屋の3代目が始めた「靴職人×クラウドサービス」

65年倉吉で続く靴屋の3代目。
靴職人の技術とクラウドサービスを掛け合わせ、
「靴箱を手のひらに」をコンセプトにした、靴の預かり・
お手入れ・出し入れを自由にスマホで行うサービスの
「クラウド・シューズボックスShpree」を立ち上げる。

鳥取県のベンチャー支援策から生まれる
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デザイン経営×事業承継
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2018年、経済産業省・特許庁では、「デザイン経営」宣言を公表

客観的な視点と柔軟性を持つデザイン経営は、事業成
長や企業価値を高める手段として非常に効果的。



26



27

➢ デザイナーの持つアプローチを経営の中に取り入れ
る「デザイン経営」。

➢ 優れたデザイナーは、数字やビジネス規模から発想
しない。人間を観察し、彼らに寄り添いながら、企
業ブランドの構築や商品・サービスの設計を行うの
が、デザイン経営の根幹。

➢ 経営に『デザインの力』を活用して、魅力ある自社
らしいブランドづくりを実践する。

「デザイン経営」とは
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デザイン経営×事業承継
電子機器製造業（OEM）を営む新和工業は、事業承継時
にデザイナーとともにコーポレート・アイデンティティ を確認
しながら、新たな事業（商品化）に挑んだ。

➢ 会社の歴史を棚卸し、プロダクト開発をする際は、社長自
らデザイナーとともに現場に入った。

➢ ユーザーの潜在ニーズを調査し、プロトタイプのテストを繰
り返す（デザイナーの方法論）

➢ 医療関係のマーケットに参入（医療用酸素ボンベ専用タイ
マーを開発）
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デザイン経営×事業承継
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事業承継＝事業転換（第二創業）

として取り組む

後継者育成

キーメッセージ



家業や自社事業を将来にわたって発展的に展開していく後継者
や幹部候補を育成。広い教養と審美眼を持ち人間力を備えた
人材へと育む。

起業家精神をコミュニティ形成を通じて醸成し、事業の創出やモ
デル変革を促しながら、、同じ志を持つ有志と切磋琢磨しながら
必要となる先端的な知識や意識の変容を身につける。

後継人材の育成（広島県呉市）

“創発的番頭”
の育成
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ベンチャー型
（スタートアッ

プ）

中小企業型
（ファミリー
ビジネス）

第二創業型
（ベンチャー
型事業承継）

個人事業主
小規模法人

ソーシャル型
（社会起業家）

数 希少 多数 少数 多数 少数

資
金
調
達

VC投資

CVC
銀行融資 銀行融資

クラウドファン
ディング

銀行融資
クラウドファン
ディング

銀行融資
ESG投資

業
態

新規業態
（IT・テクノロ
ジー系）

既存業態

（建設・製造・
卸売・小売・運
送業等）

業態転換
（家業変革、
新市場進
出）

既存業態

（飲食・カ
フェ・美容
等）

課題解決型
（環境・地域・福

祉等）

出
口

IPO

売却
持続型
成長

持続型・革
新的成長

持続的成長

継業モデル
持続型成長

起業・創業の類型
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創業支援については、
多くの自治体が「創業支援計画」を策定。

地方における起業・創業は※2スモールビジネスが多く、
地域経済へインパクト（経済波及効果＜雇用拡大・新市場創出＞）を
与えるのが難しい・・
<※2 地域課題解決型事業や副業発展型事業）

社会
課題解決

成長志向
スタートアップ

スモール
ビジネス

第二創業
アトツギ
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地域経済へインパクトを与える創業支援＝第二創業支援

既に事業を営んでいる中小企業者又は特定非営利活動法人に
おいて後継者が先代から事業を引き継いだ場合に業態転換や
新事業・新分野に進出するもの。

第二創業とは、

※創業・第二創業促進補助金での定義

第二創業のメリットとは、

✓ 事業基盤（人材・顧客・信用）が整っている
✓ ゼロから起業するよりスピードや成功率が高い
✓ 資金調達がしやすい
✓ 雇用や売上げ拡大につながりやすい

ファミリービジネスの基盤（長所）を活かす！
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産・官・学のフォーメーションで
理論と実践を融合して取り組む

第二創業

キーメッセージ
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第二創業＆後継者育成における大学との連携

大学のリソース（人材・教育・研究）を自治体施策に活かす。
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ファミリービジネスの研究と実践

①経営理念の浸透
➢創業者の経営精神が組織に浸透しやすい
➢ステークホルダーとの長期的な信頼関係

③安定した長期経営(継続性）
➢永続意識の醸成/経営者の長期視点

④コミットメントレベルの高さ
➢会社への高い貢献度（エンゲージメント）

②所有と経営の一致
➢企業価値の最大化

※ 地域との共生
➢地域社会への貢献
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スリー・サークル・モデル
～ファミリービジネスを構成する三要素の融合が大切

所有
（オーナーシップ）

家族
（ファミリー）

経営
（ビジネス）

・所有に関するガバナンスの構築
・事業承継の推進

・ポリシー/家訓の設定
・後継者の育成
・家族コミュニケーション

・経営理念の浸透
・中長期の経営計画
・後継者による経営推進体制

所有&経営
コーポレートガバナンス

家族統治
ファミリーガバナンス
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神戸大学での取組み 
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ビジネスモデルの再構築

➢事業の成熟化に伴い、収益性も低下

➢ファミリーによる事業承継

➢第三者承継を円滑に実践するための仕組みを構築

➢既存事業を持続的に成長させるとともに、
将来の事業の柱となりうる新規事業の創出にも取り組む

➢中小企業・小規模事業者の存続と持続的成長を支える

➢そのための重要な手段がM&A
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後継者育成

継業者育成

後継者・継業者の育成

①

②

画像素材：PIXTA
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連携協定の締結（北秋田市）

事業承継支援体制の構築

★２件の後継者内定
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後継者不在問題の解消と「※移住起業」を促進する
事業承継推進事業を始動。
※移住と第三者事業承継による起業を同時に実現させる

県が推進するモデル（新潟県）
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事業承継×都市部のミドル人材（移住者）
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■複業人材による事業承継支援

挑戦

未来
志向

新しい働き方

地域創生

外部人材の
必要性

高度人材の
受け入れ

パラレルキャリア

新事業創出

×

組織風土刷新

自己のスキル提供

両者をつなぎ、挑戦者マインドを共有し、
地方と都市部の関係性をリデザインする

事業
創造

事業企画の修練

事業承継

地方 都市

コミュニティ
プラットフォーム
地域
貢献

教育

事業
推進 働きがい改革

都市部の複業人材地域事業者
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産・官・金のフォーメーションで
取り組む

継業者育成

キーメッセージ
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呉信用金庫 地方創生アドバイザー

金融機関での活動
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移住定住支援 創業・第二創業支援

事業承継支援

自治体＆金融機関連携（豊岡市）

★３件の事業承継が実現
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・大企業人材等の地方での活躍推進事業（中企庁）
・プロフェッショナル人材戦略事業（内閣府）
・地域企業経営人材マッチング促進事業（金融庁）

継業を政府の中堅人材活用施策で活用する

国施策

基礎自治体

地域金融機関

＋

「大企業から地域の中堅・中小企業への人の流れを創出」
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まとめ
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地域振興（関係人口・移住定住）

関係人口
（移住・協力隊・複業）

事業創出
（第二創業・継業）

＝

＜地域振興＞ ＜産業振興＞

人材育成
（後継者育成）
（継業者育成）

人材育成

関係人口と事業創出をセットでとらえ、
これを人材育成によりレバレッジ化する

地域系
関係人口

産業系
関係人口

＜高度人材＞

地域振興と産業振興をセットで考えていく

産業振興（事業者支援・事業創出・創業）
＋
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事業を継ぐ人材（継業者）の育成と伴走支援

➢ 継業者を経営人材として育てる機能（機関）が重要
➢ 現経営者（事業者)の元で働く助走期間が必要。
➢ 事業を継ぐには、事業者のカルチャー承継も大切。
➢ 地域おこし協力隊を事業者として育てる
➢ 都市部ミドル人材を継業候補者として地域へ迎える。

創業希望者
（継業者候補）

事業者
（後継者不在）

育成者
（人材育成）

仲介者
（人材バンク）

マッチング機能

育成機能

事業者への
意識転換・
アドバイス

創業希望者を
育てる

自治体が
担う領域
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「地域承継」は横断型プロジェクトで対応

産業振興
＜商工・雇用・観光＞

地域振興
＜移住・まちづくり＞

移住・定住

地域おこし
協力隊

関係人口（複業人材） 戦略

中小企業支援

起業・創業

後継者支援
第二創業

継業者支援

空き家・まちづくり

観光振興

雇用・高度人材

商工会・金融機関
連携

連携強化/横断プロジエクト/事務局

人材育成
プラットフォーム



自治体に求められのはプロデュース型支援

新規事業創発支援

人材育成

ネットワーク形成

産 官

学

金

言 士
事業者横断でネットワーク形成

➢ 支援者横断でのプロジェクト作り
➢ 専門性を有する行政の外人部隊が必要

➢ 新規事業推進、事業創発、価値設計
➢ 都心部の人材、企業との連携
➢ 異分野接続
➢ デジタル推進

➢ 起業家/イノベーション教育
➢ 自律人材の育成や研修プログラム
➢ 挑戦人材育成ポータル（創業・継業・第二創業・協力隊）
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＜要約＞

①事業承継を、「地域承継」として捉え直す。

②事業承継は起業・創業文脈で取り組む。

③地域振興と産業振興をセットで考えていく。

④経済合理性と社会性を両立させる。

⑤予算原資に国の施策をあてる。

⑥基礎自治体こそ、キープレイヤー。
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自治体の外部プロデューサー

ご清聴ありがとうございました。

Yukio Yasukawa

安川 幸男
y.yasukawa23@gmail.com
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